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1．はじめに
　第5世代移動通信システム（5Gシステム）では、ITU-R 
IMT-2020［1］において「大容量、多接続、高信頼／低遅延」
というユースケースが示されている。今後、Beyond 5Gや
6Gに向けて通信サービスがユーザセントリック［2］になり、
更なる伸びが予想されるトラヒックを収容するには、周波数
帯域幅の確保が必要になる。そのひとつの方法として、高
い周波数の開拓がある。ミリ波帯はITU-RのWRC-19で5G
システム向けに利用する周波数が17.25GHz幅で特定されて
おり、昨今はテラヘルツ波帯の検討も行われている。他方、
既存の周波数で、時間的、地理的に利用されていない周
波数帯域を活用する、周波数共用を行う方法も考えられる。
周波数共用を行わない場合は、新たな無線システムを導入
するにあたり、周波数再編等により、周波数帯を確保する
必要がある。異なる無線システム間で周波数共用を実現で
きれば、共用側となる5Gシステム向けに周波数を確保でき
るだけでなく、既存無線システムへの影響が少なく、早期
に周波数全体の利用効率化が可能になる。
　本稿では、2019年度から2020年度にかけて実施した、
総務省の委託研究「異システム間の周波数共用技術の高度
化に関する研究開発」において検討を行った、動的な周波
数共用である「ダイナミック周波数共用」を高度化する上で
必要になる要素技術の概要と、その適用について紹介する。

2．要素技術の概要
　異システム間で動的な周波数共用を高度に実現するに
は、大きく分けて次の①から③の技術が必要となる。ダイ
ナミック共用の研究開発で、①から③についての高度化と
して取り組んだ全体像を図1に示す。
・①空間軸での空き周波数リソースの探知技術

静的かつ平面での離隔距離による従来の周波数共用と
は異なり、高さ方向、すなわち地形や建物を考慮するサ
イトスペシフィックで、当該周波数が利用されてない場所

（空き周波数リソース）の精緻な探知が必要となる。
・②時間軸での管理技術

共用される周波数帯は、周波数共用管理システムで割当て
や干渉発生時の停波指示等の管理がされる。このために

必要となる、干渉計算の高度化等による空き周波数リソー
スの高精度な把握と、共用される周波数を多数の利用者
で活用するための利用者間での公平な割当てを実現した。

・③共用周波数の利用技術
共用周波数を活用するため、利用できる場所の拡大に向
けて、既存無線システム及び5Gシステムを近づける必要
がある。このために、干渉発生の低減もしくは回避を実
現する技術や、限定エリア内でのみ割当てを受けた電波
を利用する技術を確立した。

　①探知技術について、技術の根幹となるのは、周波数共
用に適した電波伝搬モデルである。一般的に用いられてい
る拡張秦式のような電波伝搬状態を表すことを目的としたモ
デルとは異なり、周波数共用向けのモデルは、5Gシステム
から既存無線システムを保護するように推定する、すなわち、
実測値より過少に推定しないことが求められる。他方、あ
まりにも電波伝搬を過大に推定すると、既存無線システムを
保護すべき領域が大きくなり、周波数共用の活用範囲が狭
まるため、バランスが必要になる。電波伝搬モデルの検討
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■図1．ダイナミック周波数許容技術の概要
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は、電波伝搬特性が異なることから、マイクロ波とミリ波で
分けて検討した。マイクロ波では、ITU-R P.2108をベース
とした伝搬モデル自体のサイトスペシフィックでの高度化を
行った［3］。また、更なる高度化として、電波センサー等によ
る実観測データを基に深層学習を活用して。構造物の建物
情報から直接観測できない遠方の電波伝搬を推定する手法
を検証した［4］。ミリ波は、直進性が高いことからマイクロ波
と反射や回折の特性が異なり、さらにビームフォーミング等
の技術も導入される。これに対応するため、既存無線シス
テム及び5Gシステムの3次元設置位置、アンテナビーム方向
や幅、送信電力が既知という条件で、誤検出による与干渉
の発生を避けるために、伝搬損失の下限となる最小伝搬損
失を推定するモデルを確立した。また、更なる高度化に向け
て、車等で容易に面的な測定が可能なアンテナ［5］等を用い
た、実際の電波の計測を基に、既存無線システムの送信パ
ラメータの推定を行い、屋根越え回折を考慮した伝搬モデ
ルで推定を行う、ハイブリッドセンシング手法を確立した［6］。
　周波数共用で電波の伝搬範囲を前述したモデルで把握
するには、送信局の位置情報が重要になる。しかし、既
存無線システムの種別によっては、送信局が移動する、も
しくは送信局の位置情報が開示されないケースがある。周
波数共用の適用が可能となる無線システムを拡大するた
め、送信位置が不明な既存無線システムに対し、電力重心
を用いて、送信局の位置を推定する手法を確立した［7］。こ
の入力となる、広範囲の電波センサーで得られた情報の迅
速、かつ確実に伝達する方式を確立した［8］。
　②管理技術では、周波数共用での肝となる、空き周波数
リソースの判定を行う、既存無線システムに関する干渉計算
や保護領域の判断の高度化を行った。干渉計算では、最大
で数万程度の多数の送信局を対象に、送信局の位置やアン
テナパターン等の諸元を考慮し、①探知技術で述べたモデ
ルで電波伝搬の計算を行い、その結果に基づき、保護領域
を判断する。保護領域は、5Gシステムが既存無線システムに
重大な干渉の影響を与える範囲であることから、高信頼に判
断される必要があるが、必要最低限にしないと、稠密かつ高
効率な周波数共用が困難となる。さらに、干渉計算では多
数の計算が行われるが、計算に時間を要すると、周波数共
用の利用申請から許可までに時間を要することになり、共用
周波数の利用効率が低下する。このために、送信局の位置
情報の粒度、アンテナやビームフォーミングのパターン等を考
慮し、高信頼、必要最低限の保護領域で、高速に計算が行
える手法を確立した［9］。その適用例は図2のようになり、5Gシ

ステムの時間的な共用周波数の利用範囲の拡大に貢献可能
となる。
　また、共用対象となる周波数帯を計画的に利用するため
には、将来の時間方向での空き周波数リソースが生じる場
所や時間帯の把握が必要となる。しかし、共用周波数帯の
利用状況は、場所ごとに時々刻 と々変化する。将来の空き
周波数リソースを推定するため、実測した当該共用周波数
帯の受信電力の情報に基づき、ランダムフォレストによる機
械学習で推測する手法を確立した［10］。さらに、ローカル5G
のように共用周波数帯が多数の利用者で活用されることを
想定し、利用者間等の公平性と、周波数利用効率を両立
した割当手法を確立した［11］。本手法は、図3に示すように、
離れており干渉を生じず、かつ需要差が少ない基地局群を
仮想基地局として一括して扱うことで、組み合わせ最適化
問題で課題となる計算量の削減を可能としている。
　③利用技術では、共用周波数を利用できる場所の拡大や、
割当てを受けた共用周波数帯を最大限に活用するための検
討を行った。既存無線システムと5Gシステムを近付けても、
干渉を低減する、もしくは回避することで、無線システム間の
離隔距離を縮小させることができ、利用できる場所の拡大
につながる。このための既存無線システムからの与干渉の低

■図3．共用周波数の公平な割当手法

■図2．ダイナミック共用に適した干渉計算手法の実用例
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減では、5Gシステム側のみで低減する技術を検討した。既
存無線システムと5Gシステムの無線信号の仕様が異なり、非
同期に信号を送信することから、既存の干渉低減方式で対
応ができない。これに対応するため、共通の受信信号を同
期や復号の際にそれぞれのシステムに合わせて変換し、干
渉信号を推定・除去する手法を考案した［12］。また、重度な
干渉の回避のために、その予兆となる、周波数共用条件とな
る保護基準レベルでの無線システムの検知手法を確立した。
加えて、既存無線システムと5Gシステムの連携に用いるため
の低消費電力かつ長距離の無線通信方式［13］や、5Gシステ
ムの帯域外輻射を抑制することで干渉の回避を図る方式を
検討した。さらに、割当てを受けた共用周波数を、限定範
囲内で最大限に利用することで、有効活用を図る必要があ
る。このために、ミリ波帯でのローカル5Gシステムを想定し、
ビームフォーミング伝送における、基地局配置や限定エリア
内外の遮蔽物や反射などの影響を考慮した、ビームごとに与
干渉電力を把握し送信電力を制御する方式を確立した［14］。

3．要素技術の適用
　前述した研究開発で得られた要素技術は、直近の社会実
装と、将来の周波数共用の更なる高度化への適用に向けて
取組みを行っている。直近の社会実装については、2.3GHz
帯の放送事業用FPU（Field Pickup Unit）との周波数共用
の検討を行った。周波数共用の実現には、図4に示すような
要素技術だけでなく、周波数共用管理システム、共用条件
や法制度、運用フローの検討、共用条件の検討のための電
波伝搬データの取得や運用フローのフィールドでの実証が
必要になる。これらに関する取組みを、研究開発と総務省 
技術試験事務「移動通信システムと他の無線システムとのダ
イナミックな周波数共用に関する調査検討」と連携して進め
ることで、早期の社会実装を目指した。この結果、放送事

業者や携帯電話事業者等の関係者の合意を得た形で、共
用条件を含む報告書［15］が作成された。現在、2021年度内
の実用化を目指して、電波法関係規程の整備が進められて
いる。同様の検討は26GHz帯でも行われ、電波伝搬モデ
ルや5Gシステムの利用状況を加味した保護判断を行う干渉
計算手法の取込みを行う形で、FWA事業者や携帯電話事
業者等のステークホルダーの合意を得た上で、調査検討報
告書に盛り込まれた。
　また、2025年頃を見据えた将来の周波数共用の更なる高
度化では、共用対象の周波数帯や無線システムといった適
用範囲の拡大を目指した、実用化シナリオを検討した。検
討したシナリオ例をいくつか紹介する。①探知技術では、
図5のように電波センサーを活用することで、空き周波数リ
ソース探知精度の向上が実現される。これにより、さらに
空き周波数リソースの確保が可能となり、ダイナミック周波
数共用の適用の範囲が拡大すると考えられる。また、②管
理技術では、図2のような送信局の位置、送信電力、アン
テナの方向やビームフォーミング等の諸元を考慮した、ダイ
ナミック共用に適した干渉計算手法の適用、多数の周波数
共用利用者を想定した図3の公平な周波数割当技術が考え
られる。③利用技術のうち、共用周波数の重度干渉回避
技術を適用することで、図6に示すように既存と共用システ
ムの連携による干渉回避が可能になる. 共用周波数の干渉
許容技術と合わせて、無線システム間の離隔距離の縮小が
実現され、実現され、周波数利用効率の改善を図れる。
これらの実用化シナリオは、既存無線システムや5Gシステ
ムの適用状況によって、組み合わせて利用することも考え
られる。今後、得られた要素技術及びその組合せによって、
空き周波数リソース、すなわち共用可能な周波数の空間的、
時間的な利用機会の拡大を図り、周波数利用効率の向上
を、ダイナミック周波数共用の高度化を通じて図っていく。

■図4．2.3GHz帯FPUへの社会実装での適用イメージ ■図5．電波センサーによる空き周波数リソース探知精度の向上
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